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第３回 臨床発達心理士の動向および意識調査 結果報告書 

 

・調査期間：2020 年 10 月～12 月 

・調査方法：ウェブサイトをメール案内して調査フォームへの回答入力を求めた。 

・結果は次頁以下の通りで、まず、設問を再掲して質問方法として示し、その後に回答を分類

し、集計結果の図表と説明を示した。その後に回答に見られる傾向について解説した。 

・加えて、いくつかの設問の回答結果を組み合わせてクロス集計を行ない、回答者の就業先等、

立場によって傾向に違いが見られないかを検討した。 

 

・回答者数：636 名 

※2020 年 5 月 12 日時点での正会員 3678 名、資格更新延期者 184 名、計 3862 名に基づいた場合、 

回答率は 16.5％ 

 

 

 

 

ť£ ǡ ╢    2 

 

Ŧ£ ǡ    2 

 

ŧ£ ǞǗƷǙ   7 

 

Ũ.  ǞǗƷǙ  12 

 

ũ.     15 

 

Ū£ ǞǗƷǙ   27 

  



 

  2  

 

０．回答者の会員種別 

正会員：602 名、正会員（SV）：23 名、資格更新延期者：11 名 

（参考）2020 年 5 月 12 日時点での正会員 3678 名、資格更新延期者 184 名、計 3862 名 

 

１．基本情報 

ǡ ƽǻǦ ╔    

 

１－１ ２０２０年５月 1日現在の年齢をお答えください。選択肢の番号に○をつけてください。 

 

Ŧ£25  

ŧ£25 ∙ 30  

Ũ£30 ∙ 35  

ũ£35 ∙ 40  

Ū£40 ∙ 50  

ū£50 ∙ 60  

Ŭ£60 ∙ 65  

ŭ£65 ∙  

 

50 歳代が 33.6％で最多。 

40 歳以上 65 歳未満が 72.6％を占めた。 

 

 

１－２ あなたの性別について選択肢の番号に○をつけてください。 

 

     Ŧ£     ŧ£  

 

女性が圧倒的で 81％を占めた。 

 

 

１－３ 現住所の都道府県名をお答えください。海外在住の方は「海外」とご記入ください。 
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図 3 の通り、回答者のうち、東京都在住が約 2 割を占め、埼玉、千葉、神奈川を含めた関東地域

在住者は 40.4％であった。これに対して、元関西支部の圏内であった滋賀、京都、大阪、兵庫、奈

良、和歌山の府県在住者は 16.7％にとどまった。 

 

 

１－４ あなたが所属している支部はどこですか。以下から選んで番号を記入してください。 

                ă ǡ ȅ ǛǊǙƽǼǿǾǆǛƿƵǽǱǌ 

ӡ  Ӣ  ӣ  Ӥ  ӥ╜  Ӧ  

 ӧ  Ө  ө  Ӫ  ӫ  Ӭ  ӭ

 Ӯ  ӯ  Ӱ   ӱ ¤ כֿ  Ӳ   

ӳ ¤  Ӵ ר¤  

 

 

支部別では、東京支部所属者は東京都内在住者より 22 名多かった。 

 

 

 

１－５ あなたが臨床発達心理士資格を取得した年度（西暦）をお答えください。 
 ă ╢ Ǟ ƿƵǽǱǌ 

 
 

年度によるばらつきはあるが、とくに経年の増減傾向はうかがえない。2020 年度にやや落ち込

みがあるが公認心理師資格制度が始まったためかどうかは検証の必要がある。 
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１－６ あなたの臨床発達心理士受験資格取得方法は次のどれに当てはまりますか。 

 

  Ŧ£ שּ ╪ ǵǊǂǢ Ǟ  

  ŧ£ שּ ╪ ȅ Ǚ  

  Ũ£ שּ È4 É ȅ Ǚ  

  ũ£ ǚ ǡ ǱǒǢ ǡ Ǟ  

  Ū£ ǡ     ╔ Ǟ ǘǂ 4 Ǟ ǍǾ 

ǚ שּ ȅ   ȅ Ǚ  

ū£ שּ Ǟ ǊǝƷ  ǐǡ È ¤ Éȅ  

ȅ Ǚ  

Ŭ£ǐǡ È ǚǡ ╔  ǝǜÉ 
ă設問と図 6 のラベルは順序が逆である。 

 

図 6 から分かるように、発達心理学を大学で修めて取得したものが圧倒的に多い。 

 

 

１－７ あなたの最終学歴をお答えください。 

 

Ŧ£  

ŧ£  

Ũ£ (4 )  

ũ£ (6   )  

Ū£  

ū.  È   É  

Ŭ£ǐǡ È       É 

 

1

1

1

1

1

1

1

1

1

4
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図 7 の通り、修士課程修了者が多く、修士以上の

学歴者が約 6 割を占めた。 

 

なお、その他と回答した 14 人について、今後の

調査計画のためにその他の詳細記述を分類して表 2

に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

１－９ 臨床発達心理士としての主たる支援対象は

次のうちのどの段階ですか。（2 つ以内で複数回答可)。 

 

  Ŧ£  

  ŧ£  

  Ũ£ È É 

  ũ£ È É 

  Ū£ È É 

  ū£  

  Ŭ£  

  ŭ£  

  Ů£ǐǡ È       É 
 

2 つ以内の複数回答が可であった。 

図 8 の通り、児童期が最も多く 6 割の回答者が選択し

た。次いで幼児期も多く 52％の回答者が選択した。 

支援対象の「その他」を選んだ回答者の、内容は表 3 の

通り。 
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2

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

3

(2)

1

1

1

1

1

1

1

2



 

  6  

 

１－10 あなたの臨床発達業務の実務経験年数は、次のどれに当てはまりますか。 

 

Ŧ£ť È ǊǙƷǝƷÉ 

ŧ£Ũ  

Ũ£Ũ ∙ Ū  

ũ£Ū ∙ 10  

Ū£10 ∙ 15  

ū£15 ∙ 30  

Ŭ£30 ∙  

 

図 9 の通り、15 年以上の実務経験者が 5 割以上を占

めて、10 年以上を含めた回答者は 73％となった。0 年

（従事していない）と回答した 21 名は、設問 1-6 の資

格取得方法で、「臨床発達心理学の研究に従事」と回答

した方かもしれない。 

今後の調査においては、「臨床発達業務の実務」について明確な定義が必要かもしれない。 
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２．公認心理師資格について 

あなた自身の考えや意識、その他の状況についてお伺いします。 

 

２－１ あなたは公認心理師資格を受験しましたか。 

 

  Ŧ£ Ǌǒ    ą ŧ ŧǫƽ ǲּזǈƷ¡ 

 ŧ£ Ǌǝƾǖǒ ą ŧ Ũǫƽ ǲּזǈƷ¡ 

 

図 10 の通り、回答者の半数以上が受験していた。 

 

 

２－２ 受験結果についてお知らせ下さい。 

 

Ŧ£ Ǌǒ    ą ŧ ũǫƽ ǲּזǈƷ¡ 

ŧ£ Ǌǝƾǖǒ ą ŧ Ũǫƽ ǲּזǈƷ¡ 

 

結果は図 11 の通りで、受験者 340 名中 8 割が合格していた。 

 

 

２－３ 今後、公認心理師の試験を受験されますか。 

 

  Ŧ£ ǚƵǾ  ą ŧ ũǫƽ ǲּזǈƷ¡ 

  ŧ£ ǢǝƷ  ą ŧ Ūǫƽ ǲּזǈƷ¡ 

 

結果は図 11-2 の通りで、未受験者と不合格者を合わせた 356 名のうち、47％が受験を予定して

いる。「予定なし」の回答者は、もともと資格取得の意思がない未受験者に多いと思われる。 
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 上の表 4 は、設問 4-2 で回答を得た就業領域別に、受験の有無と合否、並びに、今後の受験予定

についての回答数をクロス集計した結果である。また、受験済みの人と未受験だが今後受験予定と

回答した人の割合を「受験意欲」とみなして算出した。 

これらの結果から、教育関係領域の受験者が比較的少なく、受験意欲も低いとみなされる。 

 

 

２－４ 公認心理師資格取得後の臨床発達心理士資

格についてどうお考えですか。 

   

Ŧ£ ǡ ȅ ƻǙƷǾ 

ŧ£ ȅ ǌǾǗǵǽǢǝƷ 

Ũ£ ǖǙƷǾ 

 

結果は図 12 の通りで、636 名中 190 名が回答していなかったが、446 名の回答者中、87％が臨

床発達心理士資格を返上するつもりはないと答えている。無回答者は公認心理師資格を取得するつ

もりがない者が多いことが多いと考えられる。 

 

 

２－５ 公認心理師資格とその試験について、ご自由にお書き下さい。 

 

187 件あったこの自由記述回答について、内容に応じて分類し、すべてを別紙で紹介する。 

大分類は次の３つからなる。（１）試験問題について、（２）資格について、（３）受験について。 

（１）はさらに次の下位分類からなる。 

1）発達関係の問題が少なかった（6 件） 

2）出題領域が広すぎる（12 件） 

3）正答があるのか疑問の問題があった（2 件） 

4）試験問題が難しい（4 件） 

5）その他（1 件） 

以上から、発達心理学的知識と経験を有効に活かせなかったという思いと出題範囲の広さに戸惑

う思いが見て取れた。 

 

（２）の「資格について」は、さらに次の下位分類からなる。 

1）資格の制度的問題（計 40 件） 

2）資格の社会的意味・意義（計 32 件） 

3）資格の個人的意義（計 68 件） 

1）の「資格の制度的問題」はさらに次の下位分類からなる。 

i ）質の担保：専門性・研修制度など（8 件） 

ii ）質の担保：臨床経験などの受験資格（9 件） 
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iii ）試験方法（9 件） 

iv ）受験資格・経過措置等（13 件） 

v）医師の指示の問題（1 件） 

以上 1）の「資格の制度的問題」からは、公認心理師の質の担保に疑問の声が強いこと、また、

暗記型でマークシートのペーパー試験という方法についての疑問、受験資格についての不満がうか

がえた。 

2）の「資格の社会的意味・意義」はさらに次の下位分類からなる。 

i ）心理士の能力・地位・報酬・認知度の向上（14 件、但し、否定的な意見の 1 件が含まれる） 

ii ）汎用性と専門性（肯定的意見 5 件、否定的意見 7 件） 

iii）仕事の保障がまだない（4 件） 

iv）その他（2 件） 

以上 2）の「資格の社会的意味・意義」からは、国家資格化による心理士の能力・地位・報酬・

認知度の向上への期待が読み取れた。また、公認心理師資格の汎用性については、次の 3）の i）に

見られる臨床発達心理士資格の専門性への期待に共通する思いがうかがえる。 

3）の「資格の個人的意義」はさらに次の下位分類からなる。 

i）臨床発達心理士資格の意義を再認識（28 件） 

ii）個人的に意義あり（17 件） 

iii）個人的に意義なし（15 件） 

iv）年齢的に不要（8 件）。 

以上 3）の「資格の個人的意義」からは、公認心理師資格の実態が分かって、改めて臨床発達心

理士資格の意義を認識することができたと感じる者が多いことがわかった。設問 でうかがえ

た「臨床発達心理士資格を返上するつもりがない」という回答の多さを裏付ける思いであろう。 

 

（３）の「受験について」は、さらに次の下位分類からなる。 

1）未受験者の思いと受験困難事情（31 件） 

2）受験者の意見（14 件） 

3）その他（5 件）  

2）の「受験者の意見」はさらに i）受験勉強の意義（6 件）と ii）受験者のその他の感想（8 件）

からなる。3）の「その他」には、i）士会からの受験サポートを期待（3 件）と ii）その他（2 件）

があった。 

 （３）の 1）に見られる未受験理由には、女性回答者では自身の子育て期間に伴う不利があり、

学校関係者では本務の忙しさと職場での必要性への疑問があった。 

2）の i）の「受験勉強の意義」からは、公認心理師の受験勉強が役に立ったと感じる者が少なか

らずいることが分かった。3）の i）「士会からの受験サポートを期待」については、士会でも検討

はされていたが、おそらく資格更新研修とは両立困難なテーマについての難しさが壁になっていた

かもしれず、実現できていない。 
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２－６  今後、臨床発達心理士会はどうあるべきだとお考えですか（複数回答可）。 

   

Ŧ£ ȅǱǌǱǌ ǌǾǒǴǞ  Ƿ Ǟ ȅ ǿǾǬǀǓ 

ŧ£ ¤ ╔ ǡ ╓ȅǱǌǱǌ ¤ ǌǬǀǓ 

Ũ£═ ǡ ═ ǡǻƹǞ ƻǣ

ǚƵǾǆǛǡ ȅ ǴǾǬǀǓ 

ũ£ ƿ ǌǾ ¤ ╔ ǡ

ǞƽƽƷǞ ǌǬǀǓó 

   *    Ǣ ǡ ǚǌ 

 

結果は図 13の通り。選択肢の順と図のラベルは逆順であ

る。複数選択可としたが選択肢 1、2 が比較的多く選択され

ていた。公認心理師についての思いに表れていたように、

臨床発達心理士資格の専門性をさらに高めていく努力が求

められている。 

 

 

２－７  今後の臨床発達心理士会のあり方について、その他にご意見があれば自由にお書きくだ

さい。   

 

この自由記述回答について、内容に応じて分類した。「とくになし」の回答記述が 2 人からあっ

たが、それ以外では 94 人から回答があった。回答には「専門性の発揮」「研修の充実」に関連する

回答が数多くみられた。そのほか、「会員（資格者）増対策」「役員業務合理化」「法人化推進」「他

団体研修協力」「その他」に分類して整理した。 

※同一回答者の意見を 2 種以上に分けて紹介した場合がある。 

 

以下に、大分類カテゴリーごとに概要を説明する。 

具体的な回答内容については、全回答をカテゴリーに分類して、別紙に掲載した。 

 

 

 

⁸ ─ ⁸ ╛ ⁸  

 「専門性発揮」については、この資格の意義を公式にも明確化し、会員自身が自覚をもつ必要が

あること（「意義明確化」21 件）、発達支援の意義について支援現場（とくに医療）と利用者に理解

を求める広報に力を入れる必要があること（「社会的認知の外部広報」10 件）、汎用心理士資格であ

る公認心理師において専門を担保できる資格となること、そのためにこの資格の活用分野別に専門

別資格認定や、臨床技法の修得証明の発行などの具体案も示されていた（「上位資格化や専門別資

格認定」5 件）。また、会員がその専門性を発揮できるように職能団体として職務支援を求める意見
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があった（「職務支援」6 件）。 

 

⌐ ∆╢↓≤ ה ⁸ ⇔╛∆↕ ○fiꜝ▬fi⁸ ⅝  

研修会についての意見は、「期待や意義について」（7 件）、「内容充実について」（15 件）、「受

講しやすさ」に分類した。 

受講しやすさの点では、とくに地方支部会員の便宜からオンライン研修の継続を求める声が目立

った。 

 

─ ⅝ ⁸ 10  

 公認心理師資格の成立によって、まだまだ一般には無名である臨床発達心理士資格の影が薄くな

ることが懸念されるが、資格者増対策のためには現在の資格取得の手続きをもっと簡便化する工夫

が必要だという意見が多数であった。その他、認定講習、筆記試験を採り入れる具体案があった。

また、事例報告書の提出は大切だという意見がみられた。 

 保育士や幼稚園教諭に資格希望者があるので、短大卒の資格要件の工夫のために、認定講習や筆

記試験、資格そのものの級分けなどの具体策があると思われる。 

 

その他に、次の４カテゴリーの回答があったが、少数回答のため、概要をまとめなかった。別紙、全回

答を閲覧願いたい。 

 

3 ⁸ 4 ⁸ 2 ⁸ 

∕─ 9   
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３. 資格等について 

３－１ 臨床発達心理士以外に取得している心理・発達専門職資格はどれですか（複数回答可)。 

 

Ŧ£ È Ô Õ ◖☺ É 

ŧ£ È É 

Ũ£ È É 

ũ£ ⱱ ╔ È╗  ⱱ ╔ É 

  Ū£ǐǡ È       É 

 

 この設問に対する集計結果を図 14 に示し、その他の内容についての回答のうち、2 件以上あっ

たものを表 5 に示す。1 件のみの回答は次の通り。 

 

⁸ ─ ⁸ ꜞⱢⱦꜞ♥▬◦ꜛfi SV⁸ⱷfi♃ꜟⱫꜟ☻ⱨ□כ☻♩◄▬♪

⁸ ◔▪ ◔▪ ⁸⅔╙∟╚◖fi◘ꜟ♃fi♩ │₈♩▬◖fi◘ꜟ♃fi

♩₉⁸ ◌►fi☿ꜝ⁸כ ◌►fi☿ꜝכ ⁸ ⁸

⁸ ⁸Ɑ▪꜠꜠fi♩♩꜠כ♬fi◓ⱨ□◦ꜞ♥כ♃כ

⁸ ◖Ⱶꜙ♬◔כ◦ꜛfi ◖Ⱶꜙ♬◔כ◦ꜛfi ⁸ ⁸◘

☻ⱦכ ⁸ ⁸ (THP/ )⁸

⁸ ⁸ ▬fi☻♩ꜝ◒♃⁸כ ⁸ (↓≥╙

)⁸JADP ⱷfi♃ꜟ ◌►fi☿ꜝ⁸כ β 5≤╙⌐

 

 

 なお、「その他」も 1 人で複数の資格を回答している者があるので、数字は記載件数である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「その他」の回答には、設問で求める「心理・発達専門職資格」であるかどうか意見の分かれる

56
25
22
13

9

7
5
4

3
3
3
3
2
2
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資格が含まれるが、あえてすべて紹介した。今後の調査で選択肢を決める際に参考になろう。 

 なお、この設問は「臨床発達心理士以外に取得している心理・発達専門職資格」を問うが、「な

い」という選択肢を含めなかった不備があり、「その他」の記述欄に「ない」など、何か入力しない

と次の設問に進めないというお叱りを複数受けた。 

 

 

３－２ 心理専門職以外に取得している資格（職務に関連する資格に限る）はどれですか（複数

回答可)。 

 

Ŧ£═  

ŧ£  

Ũ£  

ũ£  

Ū£  

ū£  

Ŭ£ ╔  

ŭ£  

Ů£  

10£ ⱱ  

11£ Ⱨ  

12£  

13£  

14£  

   15£ǐǡ È       É 

 

 この設問の回答結果は図 15 の通り。就業職種は次の設問 4 で調査しており、ここでは保持資格

を複数回答可で求めている。やはり学校関係者、とくに特別支援教諭の資格者が多かった。 

 選択肢 15の「その他」に記入された主な回答内容を表 6 に示した。1 件ずつあったのは、次の

通りである（順不同）。 

 

▪fi●כⱴⱠ☺ⱷfi♩◐♇☼▬fi☻♩ꜝ◒♃⁸כ◐ꜗꜞ▪◖fi◘ꜟ♃fi♩⁸◔▪ ⁸

⁸ ⁸ⱫꜟⱤ2כ ⁸ ⱶכⱩⱷfi♩ ⁸ ⁸ⱬⱦכ►▼

▪ꜞfi◓◖fi◦▼ꜟ☺ꜙ⁸●▬♄fi☻◌►fi☿ꜝ⁸כ ⁸ ⁸

9

1
1
1
4
1
5
4
2
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⁸ ─ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁸

☻ⱦכ◘⁸ ⁸ ⁸ⱷfi♃ꜟⱫꜟ☻ⱴⱠ☺ⱷfi♩ й ⁸

⁸ ⁸ ⁸ ⁸ ⁹ 

  

この設問で「養護教諭」を選択肢に用意していないのは、不備であったかもしれない。「その

他」の回答から分かるように、「心理専門職以外」を求めたものの、判断がそれぞれであったかも

しれない。設問 3- 1 の回答と内容が重複される場合があった。「職務に関連する資格に限る」とし

たが、どこまで関連するかも判断がそれぞれであったかもしれない。とくに「任用資格」は多く

の方が回答しなかった可能性がある。 

 なお、この設問でも前問と同様に、いずれの資格も持っていないときに、「なし」の選択肢が不

備であったため、その他の記入欄に「なし」などの入力をいただくことになってしまった。 
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４. 就業状態 

 

４－１ 現在あなたは働いていますか。 

 

Ŧ£ǢƷ  ą ũ ŧǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

ŧ£ƷƷƻ ą Ūǫƽ ǲǂǓǈƷ 

 

 就労の有無についての結果は図 16 の通り。 

設問 1 での結果から、65 歳以上の回答者は 72 名いたが、就労なしは 11 名に過ぎなかった。 

 

 

４－２ あなたの現在の主となる就業先は次のどの領域に当てはまりますか。 

  

Ŧ£ ╔  ą ũ Ũǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

ŧ£═  ą ũ ūǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

Ũ£ ¤  ą ũ Ŭǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

ũ£  ą ũ 10ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

Ū. ǐǡ È       É ą ũ 12ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この設問では、表 7 の通り、選択肢 5「その他」の記入内容から判断して、編集側で分類の変更

を行なった。その結果、選択肢 1「教育関係」は実際の回答より 7 名増え、選択肢 3 の保健・福祉

関係は 2 名増えることになった。最終的に選択肢 5 の「その他」の数は実際よりも 9 名減ること

になった。「その他」の集計結果は表 8 に示す。 

 

設問では、「主となる就業先」が問われているが、表 7 の回答から推察できるように、常勤をも

たず、複数の非常勤の業務をもつ者は「主たる」という判断が困難であったと思われる。 

2
3
1
1
1



 

  16  

 

上記の分類操作により、設問 4- 2 の回答集計は図 17 に示す通りとなる。結果から、やはり教育

関係者が最も多く、次いで保健・福祉関係者が多数であることが分かる。 

なお、この設問ではどれも選択しない者、その他を選んだものの無記入であった者がいて、併

せて 10 名となった。 

 

 

４－３ あなたの現在の主となる就業先は次のどの学校種（含む教育委員会）に当てはまります

か。 

 

  Ŧ£ Ⱨ  ą ũ 12ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

  ŧ£   ą ũ ũǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

  Ũ£   ą ũ ũǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

  ũ£  ą ũ ũǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

  Ū£    ą ũ 11ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

  ū£ ⱱ   ą ũ Ūǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

  Ŭ£ ╔≠╢    ą ũ 11ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

  ŭ£ǐǡ È       É   
ą ũ 12ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

 

回答者は合計 352 人であったが、設問 で教育関係とした回答者数は 360 人であった。回

答結果の学校種別人数は、表 9 と図 18 の通り。 

大学勤務の回答者が最多であったが、この調査の回答者にその偏りがあったのかもしれない。

その他の 13 人は、表 10 の通り分類された。 

 

なお、その他に教育関係と思えない内容（福祉関係と医療関係）の回答者が 12 名いたが、上記

集計に含めなかった。 

 

 

４－４ あなたの現在の主となる就業先（小学校・中学校・高等学校）での担当もしくは職務は 

次のどれに当てはまりますか。 

 

  Ŧ£  

  ŧ£ ⱱ  

  Ũ£ È  ⱱ É 

  ũ£ ⱱ ╔ȜºȰȌȶºȨº 

Ū£ȢȘºɔȔȏɜȤɒº 
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  ū£ǆǆȀǡ  

  Ŭ£ ⱱ ╔ ⱱ╢È ╢¤ ╢ ǳÉ 

  ŭ£  

  Ů£ǐǡ È       É 
ą ũ 12ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

 

回答者数内訳は表 11 の通り。 

 

その他の 32 人の内訳は次の通りであ

る。この設問 4-4 は、4-3 の流れから、

小中高が「主たる就業先」となるが、

「正規雇用先」としていないためか、巡

回相談業務の回答が含まれたり、その

他、さまざまな回答が見られた。 

 

─▪♪Ᵽ▬◙⁸כ ⁹ ⁹ ⁹   

⁸ ⁹ ⁹ ⁹ ⁹ ⁹

⁸ ⁹ ⁹ ⁹ ⱦ☻⁹כ◘▬♦ ⁹

⁹ ╙כ♃כⱠ▫♦כ◖ ⁹ ⁹SSW◘ⱳ⁹כ♃כ ⁹ ≢

─ ╩⇔≡™╢⁹ ⁹כ◌כ꞉ꜟꜗ◦כ♁ꜟכ◒☻⁹ ⁹

▪♪Ᵽ▬◙⁹כ ⁹ ⁹ ┘ ⁹ ╒⅛

≢ ⅎ╠╣√ ⁸ ⁸כ♃כⱠ▫♦כ◖ ⁹ ⁹

☿fi♃₈כ ₉⁹כ♃כⱠ▫♦כ◖  כ◌כ꞉ꜟꜗ◦כ♁ꜟכ◒☻⁹

 

 

４－５ あなたの現在の主となる就業先（特別支援学校）での担当もしくは職務は次のどれに当

てはまりますか。 

 

  Ŧ£ȘɒȢ  

  ŧ£  

  Ũ£ ╓ ⱱ  

  ũ£  

  Ū£ǐǡ È       É 

ą ũ 12ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

 

回答者数内訳は表 12 の通り。 

その他の 22 人のうち、その内容を回答した人は 18 人で、その内容は次の通り。 

 
─▪♪Ᵽ▬◙⁸כ ⁹ ⁹ ≢ ⁹ ─ ה

ה ╩ ⁹ ⁸ ⁸ ה ה ה ⁹

⁹ ⁸ ⁸ ⁸ ⁹ ≤⇔≡ ⁹ ─ ⁹

⁹ ⁹כ♃כⱳ◘ꜟ♃כ♩ ≤⇔≡ ┼─ ⁹ ☿fi♃כ

⁹ ⁹ ⇔≡ ─№╢ ≥╙─ ╛ ≤─ ⌂≥⁹ ⁹

כ♃כⱠ▫♦כ◖ ⁸ ≢─ ⁹ ⁹ 

 

 

  

15

13

36

7

29

2

1

11

32

28

7

14

9

22
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４－６ あなたの現在の主となる就業先は次のどれに当てはまりますか。 

 

  Ŧ£ ╪ 

  ŧ£  

  Ũ£ǐǡ È       É 

  ą 4 12ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

 

 4-6 は設問 4-2 で選択肢 2 の「医療関係」を選んだ人 32 人が回答すべきであるが、回答データ

が得られなかった。しかしながら、「その他」の内容の回答欄には 4 人から次の通りの記述があっ

たが、医療関係とは思えない記述が見られた。回答入力システムに何らかの不備があったと思わ

れる。 

 

 

 

 

４－７ あなたの現在の主となる就業先は次のどれに当てはまりますか。 

 

  Ŧ£   

  ŧ£ ¤ ȤɜȨº  

  Ũ£ ╔ ¤ ╔Ⱨ¤ ǆǜǵⱧ  

  ũ£   

  Ū£ǐǡ È       É 

  ą 4 12ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

 

設問 で保健・福祉関係と答えた 225 人のうち、この で回答したのは 215 人で、就

業先別回答者数は表 13 の通り。 

「その他」とした 34 人中、31 人からその内容について記述があった。その内訳は次の通り。 

 
☿fi♃כ≤ ☿fi♃כ─ ⁹₈ ⌐ ╦╡√⅛∫√₉⁹ ─↓≥╙

☿fi♃⁹כ ⌂≥ ⁹

⁹ ≥╙ ⁹ ≡ ☿fi♃⁹כ ╩ ⁹ ⁹ ─ ⁹

─ ⁹ ≥╙ ☿fi♃⁹כ ☿fi♃⁹כ ⁹ ≡

☿fi♃⁹כ ─ ⁹ ☿fi♃⁹כ ☿fi♃כ ⁹

─ ⁹ ⁹ ≡ ⁹ ⁹ ↓≥╙ ⁹ ─

⌐⅔™≡ ⁹ ⁹ ⁹ ⁹ ≡

↓≥╙ ⁹ ─ ╩ ⁹ ⅜™ ☿fi♃כ─ ┘ ≤ ─

⁹ ─ ⁹ ⁹ ⁹ 

 

 

４－８ あなたの現在就業している福祉関連施設で主に対象としているのは次のうちどれに当て

はまりますか。 

 

  Ŧ£ È18 É ą 4 9ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

  ŧ£  ą 4 12ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

  Ũ£  ą ũ 12ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

  ũ£ǐǡ È       É 
ą ũ 12ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

126

35

16

4

34

78

10

0

2
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設問 で「福祉関連施設」と回答した人は 126 人だったが、この ではそのうち 90 人

から対象者（利用者）について回答があった。選択肢別回答者数は表 14 の通り。回答者の 87％

が施設の対象者は児童（18 歳未満）と回答した。 

「その他」と回答した 2 名はいずれも全年齢であった。1 人は、「重症心身障害児者施設で 5 歳

～62 歳」という具体回答があった。 

 

 

４－９ あなたの現在就業している児童福祉関連施設種は次のうちどれに当てはまりますか。 

 

  Ŧ£ ⱱȤɜȨºÈ ⱱ É 

  ŧ£  

  Ũ£  

  ũ£ ╪ 

  Ū£ È É 

  ū£ ⱱ  

  Ŭ£ ⱱ  

ŭ£ǐǡ È       É 

  ą 4 12ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

 

 就業先の児童福祉関連施設種別回答者数は表

15 の通り。78 人が児童福祉関連施設に就業し

ていることになり、そのうち大部分の 52 人が

児童発達支援センター（児童発達支援事業所）

を選択した。 

  

その他を選択した 18 人中 13 人がその内容を回答した。それは次の通り。 

 
 ☿fi♃כ≤ ⅜ ↕╣√ ☿fi♃⁹כ A Bה ⁹

─ ╗ ⁹ ─ ⁹ ≥╙ ☿fi♃⁹כ ♦▬⁹

☻ⱦכ◘▬♦ ⁹ ↓≥╙ ⁹ ☿fi♃כ( )⁹

ה ⁹ ⁹ ⱦ☻⁹כ◘▬♦ ה

⁹  

 

 

４－10 あなたの現在就業している司法関連施設種は次のうちどれに当てはまりますか。 

 

Ŧ£  

ŧ£ ╪È  ═ ╪É 

Ũ£ È  ═ É 

ũ£ǐǡ È          É 

  ą 4 12ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

 

 司法領域と回答した人が 1 名おられたが、この設問への回答はなかった。 

 

 

  

52

3

2

0

0

2

1

18

78
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４－11 あなたが現在従事している業務のうちは主たるものは次のどれですか。（主要 3 つ以内で

複数回答可） 

 

Ŧ£  

ŧ£ ╔  

Ũ£ È ╔ Ⱨ  ⱧÉ 

ũ£ È É 

Ū£ È É 

ū£ Èǐǡ É 

Ŭ£ ¤  

ŭ£ȔȏɜȤɓɜș¤  

Ů£  

10£  

11£ ╔ 

12£  

13£  

14£ ⱱ¤ ⱱ 

15£ ¤  

16£ǐǡ È       É 

  ą 4 12ǫƽ ǲǂǓǈƷ¡ 

 

 従事している業務種別の回答結果は表 16 の通り。 

なお、231 人の回答者のうち、1 つだけ選択した人は 51 人で、2 つ選択した人は 49 人、3 つ選

択した人が 131 人いた。従事業種の組み合わせは多様に考えられるので、業種組み合わせ別の集

計は行っていない。 

選択された業種の最多は発達相談で 231 人中 92 人（40％）、ついで、研究を除くと、心理・発

達検査の 65 人（28％）、教育相談が 57 人（25％）であった。ただし、巡回相談は行き先を合わ

せると 105 人が選択しており、回答者の半数近く（45％）が従事していたことになる。 

今後の調査では、選択肢 1 の発達相談に「巡回相談を除く」とすべきかもしれない。 

  

 その他は 17 人選択していたが内容を回答した人は 15 人。その回答は次の通りで、業種を記し

た回答ではないものも含まれた。 

 

─ ⌐≈™≡ ─ ╩ ⁹ ╛ ─ ⁹ ≢│ ≢│

⌂ↄ⁸ ⅜ ⁸ ╩ ⇔≡™╢─≢⁸ ─ ╖ ⌐℮╕ↄ№™╕∑╪⁹

⁹ ≡ ⁹ ⁸ ─≢☻ⱦכ◘▬♦ ┼─ ⁹ ≤⇔≡

⁹כ◌כ꞉ꜟꜗ◦כ♁ꜟכ◒☻⁹ ⁹ ─ ה ה ⁹ ⁹

⁹ ≥╙ ☿fi♃כ♁⁹כ◦ꜗꜟ꞉⁹◒כ ⁹ 

 

また、「発達支援」や「子育て支援」、「児童支援」等も選択肢 1 の「発達相談」に含められるよ

うに、今後は選択肢を工夫すべきかもしれない。また、明らかに用意された選択肢に含まれると

思われる回答もあるが、回答者のこだわりが何かあるのかもしれない。 

 

  

92

57

43

46

13

3

65

35

13

71

51

66

0

4

12

17

588
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４－12 あなたの主となる現在の勤務先の雇用形態は次のどれですか。 

 

Ŧ£   

ŧ£   

Ũ£   

ũ£ǐǡ È       É  

 

 

回答結果は、図 19 と表 17 の通りで、回答者 636 人（全員回答）のうち、主たる勤務先が常勤

の人は 368 人（58％）で、非常勤は 217 人（34％）であった。 

この調査の回答協力者は、81％（515 人）が女性であったこと（ Ŧ ŧ）を考え合わせる

と、常勤者の割合の数は好ましい実態であると思われた。 

 

雇用形態と設問４－２で得られた就業領域との関係でクロス集計した結果が、表 17-2 である。 

教育関係と医療関係で常勤者は差は見られず、保健・福祉関係でやや少ないといえるかもしれ

ない。 

 
 

 

４－13 1 週間の平均的な就業日数および就業時間をお答えください。 

 

    È    É  È     É  

 

回答者数 636 人（回答必須項目。ただし、就業時間については無効とした回答有り） 

1 週間の平均的な就業日数：平均 4.3 日、SD=1.34、レンジ 0 日～7 日 

1 日当たりの就業時間：平均 7.6 時間、SD=1.99、レンジ 0 時間～16 時間 （無効回答：90） 

 

 この集計に当たっては、下記の通り、回答を元にした解釈を伴う数値変換を行った。 

 

＜1 週間の平均的な就業日数について＞ 

 この設問は数値で回答がほしかったが、その入力制限がされておらず、回答方法が多種多様で

あったし、月当たりの日数を回答したり、年間日数を回答する人が、それぞれ複数いた。また、

無職なので回答を飛ばそうとした人から、回答必須であるために苦言を複数いただいた。その場

合は 0 と入力するように求めておく必要があった。 

 回答者にとっては、在宅勤務や、年単位、月単位で勤務日数が決まっている人、主体的シフト

制、自由裁量制などの立場の人がおられ、回答に困られる人が多々あったようだ。 

 そこで、全 636 回答について、次の基準で週当たりの日数を決めて、数値に変換した。 

1）2-3 日などの回答は、2.5 と変換。 

2）大学教員の研修日は就業日数に含めない。コロナ禍で在宅勤務の場合や、春と秋の長期休暇に言及

されている場合も、いただいた本来の出勤日数を採用。ただし、自由裁量勤務として本人が勤務日数

に含めて回答している場合があるかもしれない。 

3）隔週土曜休日などの場合は週 0.5 日をプラス。しかし、半日出勤等でも授業 1 コマだけでも 1 日と

224 ( 64.7%) 21 ( 65.6%) 113 ( 51.1%) 6 ( 33.3%) 3 ( 16.7%)

98 ( 28.3%) 10 ( 31.3%) 95 ( 43.0%) 8 ( 44.4%) 6 ( 33.3%)

6 ( 1.7%) 0 ( 0.0%) 6 ( 2.7%) 1 ( 5.6%) 0 ( 0.0%)

18 ( 5.2%) 1 ( 3.1%) 7 ( 3.2%) 3 ( 16.7%) 9 ( 50.0%)

346 ( 100%) 32 ( 100%) 221 ( 100%) 18 ( 100%) 18 ( 100%)

217

368

13

38

636
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して扱う。 

4）月当たりの日数回答の場合は 4 週で割った日数（四捨五入の少数第 1 位）に変換。年間日数記載の

人は全員週当たりの日数を記載していたのでその数値を採用した。 

5）非常勤を含む、複数の業務の回数を週当たりの日数で記入されている場合は、一日のうちの短時間

勤務でも一日と扱い、それらを合計した。 

 

＜1 日当たりの就業時間について＞ 

 設問に 1 日当たりとの明記がなかったために、週当たりの時間数回答が多数混在していた。年

間時間数を記入した人もおられた。また、勤務時間帯で回答した方も少なからずおられた。その

ため、ここでも回答をもとに全 636 回答について、下記の基準で解釈を行ない、一日当たりの時

間数に変換した。自由裁量制などとされて数値の記入がない場合は、無効扱いとした。 

  
1）週当たりの時間を記入の場合は、週当たりの回答就業日数で除した値に変換 

2）週 2 日以上 4 日以下の就労で回答就業時間が 15 時間未満の場合を基準として、記入された時間が

週当たりか一日当たりか判別不能の場合は無効とした。15 時間以上の場合は、週当たりの時間とみ

なした。 

3）朝から夕方までの勤務時刻帯で示されている場合、通常定められている昼休憩 1 時間を差し引いて

はいない。「8 時間」とする多数者の回答を 7 時間に変更しないことによる。 

4）超過勤務（残業）時間を具体的に示している場合は加算した値とした。 

 

勤務先で決められた勤務時間を記入する人は多かったが、残業は手当てが出ない場合や記録し

ていない場合などから、ほのめかしはあっても回答時間に算入されていないことがほとんどであ

る。他方、大学教員や契約労働者の場合か、自ら算定した 8 時間以上の就業時間を回答する人も

少なからずいた。そのために単純に平均や SD を示した集計結果の意味がどれほどあるかは疑わ

しい。 

 職種別や常勤、非常勤の別で分析する方法が考えられるが断念した。今後は調査方法そのもの

を再検討すべきである。 

 

 

４－14 あなたの勤務先は何箇所ありますか？ 

 

  Ŧ£1￼  

  ŧ£2￼  

  Ũ£3￼ ∙  

 

 

 回答結果は表 18 と図 20 の通り。 

 １箇所が最多で 58.3%、2 箇所 11.8%、3 箇所以上は 29.9%であった。 

「勤務先なし」の選択肢はなかったが、下記の通り判断したところ 9 人（1.4%）おられた。 

  

設問４－13 で無職（もしくは休養中、あるいは就業日数 0）と回答していた人が 9 人いたが、

この設問は、選択肢に「勤務先なし」がないにもかかわらず、回答必須項目であった。1 人はなぜ

か３箇所以上を選択し、残り８人は 1 個所を選択していたが、こちらの判断ですべて「勤務先な

し」として扱った。 

 

 

  

371

75

190

9
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４－15 あなたの現在のおおよその年収は次のどれに当てはまりますか。 

 

Ŧ£  

ŧ£100 ⱦ  

Ũ£100 ⱦ∙ 200 ⱦ  

ũ£200 ⱦ∙ 400 ⱦ  

Ū£400 ⱦ∙ 600 ⱦ  

ū£600 ⱦ∙ 800 ⱦ  

Ŭ£800 ⱦ∙ 1000 ⱦ  

ŭ£1000 ⱦ∙  

 

 回答結果は表 19 の通り（624 人回答、12 人無回答）。回答者の年齢構成は、設問１－１の回答

によれば、50 歳代が最多で 33.6％、40 歳以上 65 歳未満が 72.6％を占めたという結果であったの

で、専門職者の収入とすれば低いとみなすべきかもしれない。 

 

 

４－16 あなたは臨床発達心理士の資格を取得したことで勤務形態等が変化しましたか。 

 

Ŧ£ ƿ Ȃǖǒ 

ŧ£ ǚ ƿ Ȃǖǒ 

Ũ£ ǚ ƿ Ȃǖǒ 

ũ£ ǚ ƿ Ȃǖǒ 

Ū£ ƿ  Ǌǒנּ

ū£ ƿǗƷǒ 

Ŭ£ Ǟ  ǢǝƷטּ

ŭ£ Ǟ Ǌǒ 

Ů£ȂƾǼǝƷ 

10£ǐǡ È         É 

 

 回答結果は表 20 の通り。全 636 人が回答し、「とくに変化がない」人が最多で 68％を占める。

次いで、資格取得後に就職した人が 11.2％いた。資格手当等、給与への反映はわずかで、今後、

職能団体として行政への運動を進めるべき案件だと思われる。 

 

 その他を選んだ人は 23 人いたが、そのうち 22 人と、「資格取得後に就職した」人*、「特に変化

はない」を選んだ人**もそれぞれ自由記述欄に事情を回答した。その内容は次の通り。選択肢に

含まれそうな回答もあったが「その他」のままにした。 

  
╩ ≤∆╢ ≢│⌂™√╘⁹ ≤⇔≡≢│⌂ↄ⁸ ≢ ╩∆╢╟℮⌐⌂∫

√⁹ │ ≤⇔≡ ™≡™√⅜⁸ │ ─ ⌐ ™ ⁹ ≤⇔≡ ™≡™╢

⁹↓─ ⅜№╢↓≤≢ ⅜ ≈ ⅎ√ ⁹ ⌐╟╢

⌐⅔™≡⁸ ─ ─ ─ ™№╡⁸ ∫√⁹ ⅜ ⅎ√⁹ ⌂⇔⁹

⇔√⁹ ⌐ ⁹ ⁸ ⇔≡ ⇔√⁹ ⌐ ☿fi♃כ╟╡ ↕╣╕⇔

√⁹ ─ │⁸ ⌐ ™√⁹ ╩ ⁹ ╩ ≢⅝√⁹ ⌐

⁹ ╟ ⁹ ⇔≡ ≤⇔≡ ╩ ╘√⁹ ─ ≤⇔≡ ™≡

™╢ │ ⌐ │⌂⅛∫√⅜⁸ ⇔≡ ─ ╩ ∫≡ ╩ ℮↓≤⌐⇔√↓

≤│ ⅝⌂ ∞∫√⁹ ╩ ⁸ ╩ ⇔≡ ⁹ ╩ ≢⅝√⁹ ※

≢ ≢⅝╕∑╪≢⇔√⁹2020 ⌐ ⇔√─≢⁸↓╣⅛╠ ─ ╩⇔≡™⅝√™⁹ ─

⌐ ─ ⅜ ⅎ√⁹* ─ │⁸ ™─ ≢⇔√⅜⁸

╩ ⇔√ │⁸ ≤⇔≡─ ™≤⌂╡ ⅜ ⅝ↄ ╦╡╕⇔√ ≢∆ ⁹** ╩

4 0.6%

44 7.1%

80 12.8%

178 28.5%

131 21.0%

106 17.0%

52 8.3%

29 4.6%

41 6.4%

3 0.5%

5 0.8%

22 3.5%

9 1.4%

13 2.0%

432 67.9%

71 11.2%

17 2.7%

23 3.6%
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⌐ ↕╣√√╘⁹ 

 

 

４－17 あなたの現在の主たる職場における臨床発達心理士資格の採用条件はどのようになって

いますか。 

 

Ŧ£ Ǟ ǖǙƷǾ 

ŧ£ Ǟ ǖǙƷǝƷƿ  Ǿּס  

ƿƵǾ 

Ũ£ Ǟ Ǿּס ƿǝƷ 

ũ£ ǡǆǛǢȂƾǼǝƷ 

Ū£ǐǡ  

È                 É 

 

回答結果は表 21 の通り。「採用条件に入る可能性がない」とする回答が最多の 44％で、「採用

条件に入っている」とした回答は、22.5％であった。 

その他の自由記述欄には、その他の選択者 35 人のうち 33 人が回答し、「採用条件に入る可能性

がない」を選択した人*、「今後のことはわからない」を選択した人も、それぞれ一人が回答し

た。その記述は下記の通り。 

この回答から分かるように、今後の調査では、「採用条件に入っている」とする場合は、「他資

格の排他的条件でなくてよい」という注釈が必要かもしれない。 

 
╩ ≤∆╢ ≢│⌂™√╘⁹ ─ ≢№╣┌⁸⌂╪≢╙ ⁹ ⌐ ⌐ ≤⌂╢ ⇔│

╠╣⌂™ ⌂╠ ⁸╟╒≥─ │ ⅜╕∞ ╩⅝⅛∑≡╢⅛ ⁹ ─

≢№╢√╘⁸∕╣⌐ ⇔√ ─ │ ≢№╢↓≤⅜ ≤⌂╢⁹ ⌐ ↕╣⌂

™⅜⁸ ≤™℮ ⌐│ ╕╣≡™╢⁹ ⌐╟╢ ⌐⅔™≡⁸ ─ ─ ─

™№╡⁸ ∫√⁹ ─ ⌐│⌂∫≡™╢⁹ ≤™℮↓≤≢ ↕╣≡™╢⁹ ╩ ⇔≡™

╢⁹ ≢│⌂™⅜⁸ ≈─ ╩◒ꜞ▪≢⅝╢≤ ╦╣╕∆⁹ ⌂─≢ ⌐╟∫≡ ⅝ↄ ⌂╡╕∆

⅜⁸ ⅜ ↕╣√ ─ ⌐│ ─ ╩ ∆╢↓≤⅜ ∫≡™╕⇔√⁹ ∫≡™╢─

│⁸ ≢№╢ │ ─ ╙⅔╠╣╢─≢

⅛╠⌂™ ⁹ ≤⇔≡ ↕╣╢ ⌐≈™≡│ ⅛╠⌂™ ≠≡⁸ ≢─ ™⅛╠ ↕╣╢↓≤

╙№╢ ⁹ ─ ≢ ↕╣≡™⌂™ ⇔⌂⅜╠ ╩ ⇔√ ⌐כ♃כⱠ▫♦כ◖⁹

↕╣√─≢ ⇔√⁹ ⁹ │⁸ ⁸∕─ ∞∫√⁹ 2 ╟╡⁸

≢⁸ ⌐≈™≡│ ⅜ ≤⌂╡╕⇔√ ⌐≈™≡│ ≢

≤⌂∫≡™╕∆ ⁹ ⌐│ ╩ ⇔≡™⌂⅛∫√⅜⁸ ⅛╠ ≤⌂∫√ ─ ≢│

─ ⅜⌂™─≢ ⌐│ ⁸ ─ │ ™⅜⁸ ≤⇔≡│ ╛

≤ ≢№╢ ⁸ ה ≢ ╩ ╘⁸ ≢─ ╩ ⇔⌂⅜╠ ⇔≡™╢╟℮

⌂ ∂ ⁹₈ ⁸ ⌐ ╩ ⇔≡™╢≤ ╕⇔™₉⁹ ⌐ ⇔≡│⁸ ⌂

⇔⁸  ⌐ ⇔≡│⁸ │ ⁹2≈─ ≢│ ⌐ ╦╢⅜⁸1≈─ │ ↄ ⅜⌂

™⁹SC⌐ ∏╢ ≤™℮ↄↄ╡≢ ⁸ ∫≡™╢ ─ ≈⌐♅▼♇◒╩ ╣╢ ⅜№╢⁹ ⌐│

∫≡™⌂™⅜⁸ │↕╣╢⁹⇔⅛⇔ │ ⅛∏⁸ ⌂ ⌐│⌂╠⌂™⁹ β ≢ ≢⅝╕

∑╪≢⇔√⁹ ─√╘ ⌐⌂™ ╙⇔⁸ ∆╢≤⇔√╠ │№∫√ ⅜ ™⅜∕╣╟╡╙☿fi☻╩ ╢≤

℮ ⁹  ╙ ─ │⌂™⅜ ─ ─ ╩⇔≡™√ ⅜ ╩⇔≡™╢⅜⁸ │

╟ↄ≢⅝≡™╢⇔⁸ ─ ⌐ ╡ ℮↓≤│ ╙ ≥╙╙ ∂√╘ ⌐☻◐ꜟ▪♇ⱪ⇔≡™∫≡™╢⁹╦

⅛╠⌂™⁹ ⌐│⁸ ∫≡™⌂™⁹ ⌐ ↕╣√ ⅜⁸ ─ ╩⅔ ∟─ ⁸ ∆

╢ │№╡╕∆⅜⁸ ≢│№╡╕∑╪⁹ ⁸ ─ ⌐ ™ ╛ ⌐ ╦╢ ⅜

⌂ ⅜ ⅎ≈≈№╢⁹ ⌐╟╡ ⌐ ⌐≈™≡™╢⁹ ≢│№╢⅜⁸ ╩╙∫≡™⌂™

╙ ™╢⁹╟ↄ╦⅛╡╕∑╪⁹ ⌐│ ╙ ↕╣╢↓≤⅜№╢⅜⁸ ⌐│

⅜ ╕⇔™≤↕╣╢⁹ 

* ─ ─ ⌐⌂∫≡™⌂™⁹ 

** כ◌כ꞉ꜟꜗ◦כ♁ꜟכ◒☻╛כꜝ☿fi►◌ꜟכ◒☻─ ─ ┼─ │ ≢№╢⁹ 

 

  

143 22.5%

26 4.1%

278 43.7%

154 24.2%

35 5.5%
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à ╓ á 

 採用条件実態は、回答者の在職する

職域によって異なるのではないかと考

え、設問４－２への回答を用いて、教

育関係（360人）、医療関係（32人）、

保健・福祉関係（225人）に分けて、採

用条件に関する回答を集計した。 

 

 その結果を図 21 と表 22 に示した。

「他職域を含む全体」の「他職域」と

は、司法（1 人）、その他（18 人）、職

域無回答（18 人）である。ちなみに司

法の 1 人は「採用条件に入る可能性が

ない」と回答した。 

  

 図 21 に示されるように保健・医療関係領域では採用条件にされている割合が高いようである。 

  

  

  

 

 

 

 

 
 保健・医療関係領域について、さらに設問４－７で得た具体的就業先別に採用条件実態をクロ

ス集計によって調べた結果が表 22- 2 である。 

 

 

 
 保健所・保健センターに就業している人は、採用されたときに有効であったようだ。福祉関連施設

や保育所等も採用条件への取入れが進んでいるようだが、児相の職員や次に示す特別支援教育教員に

も取得を推奨するように行政には変革を進めていただきたいものである。 

 

 教育関係領域については設問 の回答をもとに、小中高での担当職務別に採用条件実態を

集計してみた。 

 その結果を表 23 に示す。表に示す担当職務のほか、その他に含まないが、「こころの相談室」

担当と答えた 2 人はいずれも「入る可能性がない」と回答し、特別支援教育支援員（介助員・合

理的配慮協力員含む）と答えた 1 人は「今後のことはわからない」と答えた。また、「管理職等」

と答えた 11 人のうち、10 人は「入る可能性がない」と答え、残る 1 人だけ「採用条件に入って

38 ( 30.2%) 21 ( 60.0%) 5 ( 31.3%) 0 ( 0.0%) 14 ( 41.2%)

9 ( 7.1%) 3 ( 8.6%) 1 ( 6.3%) 0 ( 0.0%) 1 ( 2.9%)

40 ( 31.7%) 1 ( 2.9%) 5 ( 31.3%) 1 ( 25.0%) 8 ( 23.5%)

31 ( 24.6%) 10 ( 28.6%) 4 ( 25.0%) 3 ( 75.0%) 10 ( 29.4%)

8 ( 6.3%) 0 ( 0.0%) 1 ( 6.3%) 0 ( 0.0%) 1 ( 2.9%)

126 ( 100%) 35 ( 100%) 16 ( 100%) 4 ( 100%) 34 ( 100%)

46 ( 13.3%) 80 ( 36.2%) 6 ( 18.8%) 143 ( 22.5%)
9 ( 2.6%) 13 ( 5.9%) 3 ( 9.4%) 26 ( 4.1%)

194 ( 56.1%) 58 ( 26.2%) 12 ( 37.5%) 278 ( 43.7%)
78 ( 22.5%) 59 ( 26.7%) 9 ( 28.1%) 154 ( 24.2%)
19 ( 5.5%) 11 ( 5.0%) 2 ( 6.3%) 35 ( 5.5%)

346 ( 100%) 221 ( 100%) 32 ( 100%) 636 ( 100%)
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いる」とした。表の「その他」にどんな担当職務が含まれていたかについては、設問 4-4 の回答

結果報告を参照いただきたい。 

  

 表から採用条件に入っていると回答した割合が最も多いのは「通級指導学級」担当者であった

が、全体に採用条件としてみなされていない実情はたいへん残念な現状である。 

 

 
 

さらに、設問４－３で得た学校種別に採用条件回答をクロス集計したところ、表 23-2 の通りと

なった。 

 

幼稚園と小中学校で採用条件となっていることが比較的多いのは、回答者がスクールカウンセ

ラーなど専門職者として採用されているせいであると考えることができるが、それにしても特別

支援学校については、非常に残念な実態である。しかし、教育委員会にみられる傾向には少し期

待がもてるかもしれない。 

 

 

  

4 ( 13.8%) 12 ( 33.3%) 3 ( 20.0%) 1 ( 7.7%) 0 ( 0.0%) 7 ( 21.9%)

2 ( 6.9%) 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 1 ( 3.1%)

15 ( 51.7%) 18 ( 50.0%) 10 ( 66.7%) 7 ( 53.8%) 5 ( 71.4%) 13 ( 40.6%)

7 ( 24.1%) 6 ( 16.7%) 2 ( 13.3%) 5 ( 38.5%) 2 ( 28.6%) 8 ( 25.0%)

1 ( 3.4%) 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 3 ( 9.4%)

29 ( 100%) 36 ( 100%) 15 ( 100%) 13 ( 100%) 7 ( 100%) 32 ( 100%)

3 ( 23.1%) 18 ( 23.4%) 7 ( 21.2%) 0 ( 0.0%) 5 ( 4.8%) 3 ( 4.4%) 10 ( 27.0%) 9 ( 28.1%)

0 ( 0.0%) 0 ( 0.0%) 1 ( 3.0%) 0 ( 0.0%) 3 ( 2.9%) 0 ( 0.0%) 3 ( 8.1%) 3 ( 9.4%)

7 ( 53.8%) 42 ( 54.5%) 15 ( 45.5%) 4 ( 80.0%) 68 ( 65.4%) 49 ( 72.1%) 9 ( 24.3%) 8 ( 25.0%)

3 ( 23.1%) 15 ( 19.5%) 8 ( 24.2%) 1 ( 20.0%) 24 ( 23.1%) 12 ( 17.6%) 11 ( 29.7%) 7 ( 21.9%)

0 ( 0.0%) 2 ( 2.6%) 2 ( 6.1%) 0 ( 0.0%) 4 ( 3.8%) 4 ( 5.9%) 4 ( 10.8%) 5 ( 15.6%)

13 ( 100%) 77 ( 100%) 33 ( 100%) 5 ( 100%) 104 ( 100%) 68 ( 100%) 37 ( 100%) 32 ( 100%)
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Ū£啓発について 

 

５－１ 臨床発達心理士資格についての職場や社会の理解を広げるために、あるいはあなたの職場

での臨床発達心理士としての職域を広げるために、努めていらっしゃることがあれば自由にお書き

ください。 

 

この設問に対する何らかの記入回答者は 211 名であった。これらの回答内容を分類整理してすべ

てを別紙に掲載する。 

分類カテゴリーは次の通り。 

⌐≈™≡ ╛ ─ ╩ →╢√╘─ 94  

1）自分が資格所持者であることを積極的に示したり、資格の説明をしたり、研修した内容を職場

等で紹介する（66 件） 

2）この資格の職場で取得の推奨、学生への周知（22 件） 

3）行政機関や職場にこの資格の認知を促す働きかけ（3 件） 

4）公開研修会の参加を呼び掛ける（3 件） 

≤⇔≡─ ╩ →╢√╘─ 120  

1）職域・職能を活かす取り組み、職能の向上、職能を発揮して信頼を高める（72 件） 

2）臨床発達的視点の提供：コンサルテーション、他職種連携、一般啓発（48 件） 

∕─ （5 件） 

₈≤ↄ⌐⌂™₉≤ （6 件） 

 

※それぞれの分類項目内の回答内容の掲載は順不同である。 

※ひとりで 2 つの分類にまたがる複数回答の場合は可能な限り分けたので、件数は延べ数である。 

 

資格の社会的認知に努めている内容の回答は多かった。（１）の 1）～4）の計 94 件がそれに当

たる。（２）の「職域を広げるための努力」の中には分類（１）との判別が難しく、あえて分類した

回答を含むが、（２）に分類された回答は 1）と 2）を含めて 120 件に及んだ。 

  

これらの回答結果から、下位分類項目タイトルに示されるように、回答した多くの会員がこの資

格に愛着とアイデンティティを持っておられることが分かった。 

 

 

５－２ 今後、臨床発達心理士の職域として、どのような職種や業務の可能性があるか、アイデア

やお考えをお聞かせください。 

 

設問 5-2 に対する回答を内容によって分類してすべて別紙で紹介する。総計 186 件の入力回答が

あった。これらの回答内容を分類整理してすべてを別紙に掲載する。 
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 分類は次の 10 に分かれる。 

（１）親支援・子ども支援関係総合：特定の職域を明示していないか列挙のみの回答 

（２）発達支援：園・学校関係 

（３）発達支援：福祉機関 

（４）発達支援：保健所 

（５）発達支援：小児科等 

（６）周産期関係（親支援） 

（７）就労支援関係 

（８）司法臨床 

（９）高齢者支援 

（１０）その他。 

（１）はさらに次の 4 つに下位分類した。1）保護者支援、2）親子関係支援、3）子ども支援、

4）発達支援全般。発達支援ではあるが、特定の機関・分野を挙げての提案は（２）以下に分類し

た。（１０）「その他」には職域拡大に必要な提言なども含まれている。 

※紹介する回答文が長い場合や複数の論点がある場合に、編集側でキーワードを太字にしている。

また、（斜字体）は編集側の補足である。 

 

╩ ↑≡─  

1）期待される職域拡大のためには、士会が独立した職能団体法人として行政に強く働きかけてい

く必要が感じられた。具体的には主に、次の 2）と 3）が挙げられる。 

2）子ども支援、発達支援の、とくに学校関係での現状は、発達についての知見のない心理士によっ

て「子どもの傷口に絆創膏を貼るような」対症療法的な支援しか行われていないという訴えが散見

され、きちんとしたアセスメントに基づき、予防的かつ発達を見据えて希望がもてる改善策を施せ

る臨床発達心理士の参入が求められていた。 

3）小児科、産科領域では、これまでの保健師や助産師だけでなく、その子育て支援には臨床発達心

理士の連携が必要であるという提言がいくつかあった。 

 

 

５－３ 今後の臨床発達心理士会の研修として、希望するテーマがあれば自由にお書きください。 

 

 この回答について、下記の通り分類して、（ ）内に示す回答数を得た。但し、複数の希望テーマ

があるので回答数は延べ数である。具体的な内容や、その方法については、全回答を下記の通り分

類した上で示した別紙を参照いただきたい。 

 アセスメント技法の希望が最多で、ついで、行動療法を中心とした支援技法の希望が続いた。 

 

（１）アセスメント(42 件)：具体的な検査法の希望、診断基準解説、検査結果の解釈、新しい検査法は早く、

講習会・実習希望 

（２）事例検討（13 件） 
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（３）当事者の思い（4 件） 

（４）支援技法（21 件）：認知行動療法、行動療法、その他の技法、支援法研修を求める支援分野 

（５）相談技法・カウンセリング技法（6 件） 

（６）発達障害(17 件)：自閉症スペクトラム、研修内容・方法 

（７）愛着・愛着障害 

（８）子育て・保護者支援・家族関係（18 件） 

（９）児童虐待（14 件） 

（１０）社会性・コミュニケーション能力(10 件) 

（１１）学校問題・学校教育・支援者教育（16 件） 

（１２）不登校・引きこもり（12 件） 

（１３）社会的自立・就労支援(10 件) 

（１４）高齢者（9 件） 

（１５）学習障害（5 件） 

（１６）言語・緘黙等（7 件） 

（１７）情動（2 件） 

（１８）感覚障害・感覚過敏（2 件） 

（１９）発達心理学一般（6 件） 

（２０）他職種連携（12 件） 

（２１）触法（4 件） 

（２２）依存症（5 件） 

（２３）自傷・摂食障害（各 1 件） 

（２４）遊び(3 件)・仲間関係(1 件)・自己制御(2 件) 

（２５）その他（22 件） 

（２６）研修の方法、研修制度のあり方への提案（16 件） 
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2020 年-2021 年度 

鎌田 次郎（委員長、関西地区代表委員、大阪・和歌山支部） 

森谷 真（北日本地区代表委員、東北支部） 

小堀 あゆみ（東京支部代表委員） 

神山 努（東京を除く関東地区代表委員、神奈川支部） 

松村 友宇子（中部地区代表委員：北陸支部） 

西村 健一（西日本代表委員：中国・四国支部） 

 

2022 年-2023 年度 

鎌田 次郎（委員長、関西地区代表委員、大阪・和歌山支部） 

森谷 真（北日本地区代表委員、東北支部） 

小堀 あゆみ（東京支部代表委員） 

河村 要和（東京を除く関東地区代表委員、茨城支部） 

松村 友宇子（中部地区代表委員：北陸支部） 

竹下 秀子（関西地区代表委員、滋賀支部） 

樋口 陽子（西日本代表委員：九州・沖縄支部） 


